
 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

  

～ 中小企業支援制度の最新情報が分かるニュースレター ～ 

ペンデル税理士法人 
－ 補助金ニュースレター 2022 年 1 月号 － 

■1 事業復活支援金の受付開始時期が公表されました 

1 月 31 日（月）に事業復活支援金の申請受付が開始されます。申請するには、国に登録されている税理

士事務所などの「登録確認機関」から、事前に申請要件などに合致しているかの確認を受ける必要があり

ます。その事前確認は 1 月 27 日（木）から開始されます。ペンデルは「登録確認機関」として認定されてい

ますので、事前確認をご希望の場合、担当までお問い合わせください。 

【支援金上限額】 

売上高減少率 個人 

法人 

年間売上高 

1 億円以下 

年間売上高 

1億円超～5億円 

年間売上高 

5億円超 

▲50％以上 50万円 100 万円 150万円 250万円 

▲30％～50％ 30万円 60万円 90万円 150万円 

※年間売上高…基準月（2018年 11月～2021年 3月の間で売上高の比較に用いた

月）を含む事業年度の年間売上高 

【 給 付 額 】  

 

※1 「2018年 11月～2019年 3月」「2019年 11月～2020年 3月」「2020年 11月～

2021 年 3 月」のいずれかの期間（対象月を判断するため、売上高の比較に用い

た月（基準月）を含む期間であること） 

※2 2021年 11月～2022年 3月のいずれかの月（基準期間の同月と比較して売上が

50％以上または 30％以上 50％未満減少した月であること） 

【 対 象 者 】 新型コロナの影響で、2021年 11月～2022年 3月のいずれかの月の売上高が、2018

年 11 月～2021 年 3 月までの間の任意の同じ月の売上高と比較して 50％以上また

は 30％以上 50％未満減少した事業者 

【 申 請 方 法 】 登録確認機関による事前確認の後（ただし、過去に一時支援金または月次支援金を

受給している場合、原則として、事業復活支援金の申請を行う際に改めて事前確認

を受ける必要はありません）、申請用のWEBページから申請 

【 必 要 書 類 】 確定申告書、対象月の売上台帳など、通帳（振込先が確認できるページ）、履歴事項

全部証明書（法人）、本人確認書類（個人）、宣誓・同意書 ほか 

※申請する方の状況（一時・月次支援金の受給や登録確認機関との継続支援関係

有無、その他特例を用いる場合など）により必要書類は異なります。 

【 受 付 期 間 】 2022年 1月 31日（月）～5月 31 日（火） 

【 要 件 】 ●需要の減少による影響 

・国や地方自治体による、自社への休業・時短営業やイベントなどの延期・中止その

他のコロナ対策の要請に伴う、自らの財・サービスの個人消費の機会の減少  

・国や地方自治体による要請以外で、コロナ禍を理由として顧客・取引先が行う休業・

時短営業やイベントなどの延期・中止に伴う、自らの財・サービスの個人消費の機会

の減少 など 

●供給の制約による影響 

・コロナ禍を理由とした供給減少や流通制限に伴う、自らの財・サービスの提供に業務

上不可欠な財・サービスの調達難  

・国や地方自治体による休業・時短営業やイベント等の延期・中止その他のコロナ対策の

要請に伴う、自らの財・サービスの提供に業務上不可欠な取引や商談機会の制約  など 

【 U R L 】 https://jigyou-fukkatsu.go.jp/ 

 

給付額 ＝（基準期間※1の売上高）－（対象月※2の売上高）×5 



 

 

小学校休業等対応支援金の対象期間が、3/31 まで延長されました。これは、小学校等が臨時休業して働

くことができなくなったフリーランスの保護者に定額の日給を支給するものです。 

※ご注意：補助金・助成金は審査があります。条件に合致することのほか、事業計画を基に審査が行われ、不採択と
なる場合もあります。また事業の着手は採択・交付決定の後に行うなど、補助金によって条件が異なります。 

ま ず は ご 相 談 く だ さ い 。 初 回 相 談 は 無 料 で す 。 

我々は中小企業の経営上の課題に対し専門性の高い支援を行える国から認定された「経営革新等支援機関」です 

ペンデル税理士法人 
〒160-0023 東京都新宿区西新宿6-6-3 新宿国際ビルディング新館6F 

TEL 03-5990-5910 ／ FAX 03-5990-5909 

 

◆貴社で受けられる補助金や税制優遇などを、まずは無料で簡易診断してみませんか？ 
簡単な質問にご回答いただくだけで、中小企業診断士や社会保険労務士が検討し、 
全 12種類の補助金などの診断書を作成いたします。 

【10次公募からの見直し・拡充内容】 

 従業員規模に応じた補助上限額の設定 

従来一律 1,000万円としていた通常枠の補助上限額を従業員の規模に応じて、以下のように見直し 

従業員数 21人以上： 1,250 万円、6～20人： 1,000 万円、5人以下： 750万円 

 補助対象事業者の見直し・拡充 

補助対象事業者に、資本金 10 億円未満の「特定事業者」を追加する。また、企業再生に取り組む事業

者を対象に、補助率を 2/3 に引き上げ（通常の中小企業は 1/2） 

 回復型賃上げ・雇用拡大枠の新設 

業況が厳しい事業者に対して、賃上げ・雇用拡大に取り組むための生産性向上を支援する申請類型を

新設し、補助率を 2/3に引上げ（通常枠は 1/2） 

 デジタル枠の新設 

DX（デジタル・トランスフォーメーション）に資する革新的な製品・サービスの開発やデジタル技術を活用

した生産プロセス・サービス提供方法の改善などを行う事業者を対象に、補助率を 2/3 に引き上げた

（通常枠は 1/2）新たな申請類型を創設 

 グリーン枠の新設 

温室効果ガスの排出削減に資する革新的な製品・サービスの開発や炭素生産性向上を伴う生産プロセ

ス・サービス提供方法の改善等を行う事業者を対象に、補助上限額最大 2,000 万円、補助率 2/3 の新

たな申請類型を創設 

ほかに、デジタル枠の新設、グリーン枠の新設 など 
■3 小学校休業等対応支援金・助成金 対象期間が 3/31まで延長されました 

【支援金上限額】 

【 受付期間 】 

仕事ができなくなった期間 金額（一日当たり定額） 申請期限 

2022年 1月 1日～ 

3月 31日 

2022年 1～2月：5,500円  

2022年 3月：4,500円 

2022 年 5月 31日（火） 

必着 

※申請の対象期間中に緊急事態宣言の対象区域またはまん延防止等重点措置を実施

すべき区域であった地域（原則都道府県単位）に住所を有する方は 7,500円（定額） 

【 U R L 】 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10231.html 

 

■2 ものづくり補助金 10次公募からの見直し・拡充が決定 

令和3年度補正予算成立に伴い 10次公募（2022年2月中旬）から、ものづくり補助金の見直し・拡充が行われます。 

上記同様に、小学校等の臨時休業などに伴い、子どもの世話を行うために働くことができなくなった労働者

に対し、有給（賃金全額支給）の休暇を取得させた事業主に対する助成金もあります。 

【 U R L 】 https://www.mhlw.go.jp/content/000870927.pdf 

 

 


